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〇 当資料はプランの素案であり、全体の構成、考え方等を中心に

ご確認及びご意見をいただければと思います。 

〇 次回協議会において、文章や数量を精査したものを、あらためて

中間案としてお示ししたいと考えています。 

〇 当資料に掲載した内容については、今後、変更となる場合がご

ざいますので、取り扱いにご配慮いただきますようお願いいたしま

す。なお、変更があった場合には、変更内容をお伝えしてまいり

ます。 
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

本市では、平成 17 年４月に施行された次世代育成支援対策推進法に基づき、次世代育成支援対

策行動計画（前期計画）を、平成 21年には「新かすがいユースプラン」（平成 16年 3月策定）を

融合した次世代育成支援対策行動計画（後期）「かすがいっ子未来プラン」を策定し、子どもや

子育てに関する様々な施策を積極的に推進してきました。 

平成 24年８月に子ども・子育て関連３法が成立し、平成 27年４月に子ども・子育て支援新制度

が開始され、地域の実情に応じた「子ども・子育て支援事業計画」の策定が求められるなか、平

成 27 年３月に基本理念「子はかすがい、子育てはかすがい ～子どもは未来の宝、子どもも親も

いきいきと暮らすまち」を掲げ、「新かすがいっ子未来プラン」（計画期間：平成 27 年度～平成

31 年度）を策定し、就学前の教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の需要に応じた提供体

制の確保に努めてきたほか、子ども・子育て支援に関する施策を総合的かつ計画的に実施してき

ました。 

また、平成 28 年３月に「子はかすがい、子育ては春日井」宣言を行い、子育て世代を始めとす

るすべての世代の「暮らしやすさ」の向上を図る取組みを開始しました。 

その後、子ども・子育て支援法の改正や「ニッポン一億総活躍プラン」の閣議決定等を踏まえ、

平成 29 年６月に国から「子育て安心プラン」が発表され、待機児童の解消や女性の就業率の向上

（Ｍ字カーブの解消）、保育の受け皿の拡大と質の確保、保育人材の確保、保護者への「寄り添

う支援」の普及促進といった方向性が打ち出されています。 

社会情勢の変化にともない、子育て支援に対するニーズが変化するなか、新たに発生する課題

に対応するとともに、子育て支援をさらに充実する施策を示す「新かすがいっ子未来プランⅡ

《仮称》」を策定します。 
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２ 計画の性格・位置づけ 

この計画は、子ども・子育て支援法第 61 条の「市町村子ども・子育て支援事業計画」及び次世

代育成支援対策推進法第８条の「市町村行動計画」として位置付け、市町村子ども・子育て支援

事業計画は、国の「子ども・子育て支援法に基づく基本指針」に即して策定します。 

また、この計画は国の「健やか親子２１」の趣旨を踏まえた母子保健計画を包含します。 

なお、この計画は「第六次春日井市総合計画」（平成 30 年２月策定）を上位計画とし、地域の

福祉に関して共通して取り組むべき事項を定める基盤となる計画である｢第４次春日井市地域福祉

計画｣（令和２年３月策定予定）や、「かすがい健康計画 2023（平成 31 年３月策定）」、「第４

次春日井市障がい者総合福祉計画（平成 30 年３月策定）」等の保健福祉分野における関連計画に

おける施策との調和・連携を図りながら推進します。 

上位・関連計画との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新かすがいっ子未来プランⅡ《仮称》 

⚫ 子ども・子育て支援法第 61 条「市町村子ども・
子育て支援事業計画」 

⚫ 次世代育成支援対策推進法第８条「市町村
行動計画」 

⚫ 母子保健計画等 

⚫ 春日井市地域福祉計画 

⚫ かすがい健康計画 2023 

⚫ 第４次春日井市障がい者総合福祉

計画等 

子ども・子育て支援に関する個別計画 その他個別計画 

調和 
連携 

春日井市総合計画 

⚫ 春日井市総合計画策定条例 
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３ 計画の期間 

子ども・子育て支援法及び次世代育成支援対策推進法に基づき、令和２年度から令和６年度ま

での５か年とします。 

ただし、第２期子ども・子育て支援事業計画（本計画の第４章）については、計画期間の中間

年度を目安として、支給認定の変動や情勢の変化を考慮し、必要に応じた見直しを行います。 

計画期間 

平成 
27年度 

 
28年度 

 
29年度 

 
30年度 

 
31年度 

令和 
２年度 

 
３年度 

 
４年度 

 
５年度 

 
６年度 

第１期計画      

  中間 

見直し 

 
改定 

第２期計画（本計画） 

     中間 

見直し 

 
改定 

        

 

 

４ 計画の対象 

本計画は、春日井市のすべての子どもとその家庭、地域、企業（事業所）、行政など子どもと

関わるすべての個人及び団体を対象とします。なお、子どもの対象年齢は、児童福祉法に定める

乳幼児期から概ね 18歳未満とします。 
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第２章 子どもと子育ての現状と課題 

１ 数値でみる子ども・子育ての現状 

１－１ 児童人口等 

（１）児童人口（18 歳未満） 

本市の児童人口（18歳未満）は、平成 31年４月現在で 52,410 人となっており、平成 24年をピ

ークに減少に転じています。児童人口全体では、平成 22 年（10 年前）と比較して、2,745 人（減

少率５％）減少していますが、とりわけ、０～２歳人口の減少率が 14.8％と最も大きくなってい

ます。 

０～17 歳人口の推移 

 

出典：住民基本台帳人口（各年 4 月１日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,302 9,151 9,149 9,033 8,871 8,755 8,573 8,440 8,203 7,924

9,190 9,144 9,186 9,064 9,005 8,946 8,958 8,661 8,512 8,309

9,412 9,261 9,063 9,005 9,011 9,024 8,975 8,925 8,834 8,777

9,639 9,621 9,579 9,419 9,224 9,029 8,991 8,990 9,006 8,923

9,179 9,356 9,526 9,621 9,641 9,592 9,440 9,269 9,066 8,998

8,433 8,744 8,933 9,201 9,378 9,524 9,626 9,683 9,638 9,479

55,155 55,277 55,436 55,343 55,130 54,870 54,563 53,968 53,259 52,410

0人

10,000人

20,000人

30,000人

40,000人

50,000人

60,000人

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

15～17歳

12～14歳

9～11歳

6～8歳

3～5歳

0～2歳



 

5 

（2）出生数 

本市の出生数は、平成 29 年実績で 2,674人となっています。平成 22 年と比較して、468 人減少

しており、直近 10年は 25～39歳女性の人口減少に伴い、出生数も減少傾向で推移しています。 

出生数の推移 

 

出典：愛知県衛生年報 

女性人口と出生数の推移 

 

出典：出生数は愛知県衛生年報、女性人口は愛知県統計年鑑「愛知県人口動向調査による」 
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（3）合計特殊出生率 

本市の合計特殊出生率は、平成 29年実績で 1.60となっています。平成 22年と比較して 0.04ポ

イント上昇しており、愛知県や全国平均を上回る水準となっています。 

社会増減の推移 

 

出典：国、県は人口動態統計、市は春日井市算出 
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１－２ 子育て家庭の状況 

（1）核家族世帯 

本市の 18 歳未満世帯員のいる一般世帯数は、平成 27 年現在で 31,081 世帯となっており、その

うち核家族世帯は 27,521世帯（88.5％）となっています。 

18 歳未満世帯員のいる一般世帯のうち、核家族世帯の割合は年々上昇しており、平成 22 年と比

較して 2.2ポイント上昇しています。 

18 歳未満世帯員のいる一般世帯数の推移 

 
出典：国勢調査（各年 10 月１日） 

（2）ひとり親世帯 

本市の 18歳未満世帯員のいるひとり親世帯数は、平成 27年現在で 1,867世帯（6.01％）となっ

ています。 

なお、平成 30 年度に実施したアンケート調査結果によると、ひとり親家庭における祖父母との

同居又は近居の割合は、就学前児童世帯及び低学年児童世帯ともに 70％以上を占めています。 

18 歳未満世帯員のいるひとり親世帯数及び割合の推移 

 

出典：国勢調査（各年 10 月１日） 
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１－３ 女性の就業状況 

本市の女性（有配偶）の就業率は、多くの年齢階級で上昇傾向となっています。 

平成 27年における 25～44歳の就業率は、女性全体（未婚を含む）では 66.5％、女性（有配偶）

では 59.7％となっており、有配偶の就業率は、愛知県平均（有配偶）の 59.4％、全国平均（有配

偶）の 60.1％と概ね同水準です。 

なお、平成 30 年度に実施したニーズ調査結果によると、就学前児童のいる世帯では、前回調査

（平成 25年度実施）と比べて、両親ともにフルタイム就労の家庭が増えています。 

女性の就業率の推移 

 

出典：国勢調査（各年 10 月１日） 

女性（有配偶）の就業率の比較 

 

出典：国勢調査（平成 27 年 10 月１日） 
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１－４ 配慮が必要な子どもや家庭の状況 

（1）児童虐待対応件数 

本市の児童虐待対応件数は、平成 29 年度実績で市役所対応が 51 件、児童相談センター対応が

305件となっており、年度によって増減が見られます。 

児童虐待対応件数の推移 

 

出典： 春日井市調べ 

 

（2）障がいのある子どもの状況 

本市の障がいのある子どもの状況を見ると、平成 29 年度実績で児童発達支援利用児童数が

3,407 人、放課後等デイサービス利用児童数が 5,727 人となっており、いずれも増加傾向で推移し

ています。 

また、発達相談の面接人数は、平成 29年度実績で 186人となっており増加傾向です。 

児童発達支援利用児童数等の推移 

 

出典： 春日井市調べ 
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（3）外国人の子どもの状況 

本市の 20 歳未満の外国人数は、平成 27 年度現在で 605 人となっており、20 歳未満総人口の

1.0％という状況であり、平成 17年以降、人数、比率ともに横ばい又は微減となっています。 

20 歳未満の外国人数の推移 

 

区分 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

0～4歳 152 159 164 

5～9歳 137 149 139 

10～14歳 143 142 134 

15～19歳 197 161 168 

20歳未満外国人合計 629 611 605 

20歳未満外国人比率 1.1% 1.0% 1.0% 

20歳未満総人口 59,547 60,453 59,264 

出典： 国勢調査（各年 10 月１日） 

 

（４）不登校児童の状況 

本市の 30日以上不登校の児童・生徒数は、平成 29年度実績で小学生 143人、中学生 340人、計

483人となっており、小学生はここ 10年で最も多い人数となっています。 

30 日以上不登校の推移 

 

出典： 春日井市いじめ・不登校対策事業報告書 
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２ 子ども・子育てに関するアンケート調査結果（抜粋） 

 子育て中の市民の現状や意見、子育て支援に関するニーズなどを把握するため、2018（平成

30）年度に「子ども・子育てに関するアンケート調査」を実施しました。 

（１）子育ての状況 

保護者の就労状況 

就学前では、前回調査（平成 25年度実施）と比べて、両親のいずれかが家事専業という家庭の

割合が減る一方、両親ともにフルタイム就労の割合が増えており、一日当たりの平均就労時間も

延びている状況です。 

【就学前】

 

【参考 前回調査】 

 

《１日当たりの平均就労時間》 

 今回調査 【参考】前回調査 
就学前 低学年 就学前 低学年 

①母親 7.28時間 6.50時間 6.41時間 5.72時間 
②父親 10.81時間 10.58時間 10.03時間 10.56時間 

 

 

 

 

 

3.8

29.8

15.9

8.2

38.9

0.1

3.3

3.8

32.6

14.7

14.3

30.8

0.1

3.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

A（ひとり親家庭）

B（フルタイム×フルタイム）

C（フルタイム×パートタイム月120時間以上等）

C'（フルタイム×パートタイム月60時間未満等）

D（いずれか家事専業）

その他

不明・無回答

【現在】就学前 N=2762
【潜在】就学前 N=2762

4.2

22.1

14.5

7.4

48.6

0.3

3.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

A（ひとり親家庭）

B（フルタイム×フルタイム）

C（フルタイム×パートタイム月120時間以上等）

C'（フルタイム×パートタイム月60時間未満等）

D（いずれか家事専業）

その他

不明・無回答
【現在】就学前 N=2808

※家庭類型について 
家庭類型は、国の「市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引き（平成 26 年 1 月）」に
基づき、調査に回答した保護者における配偶者の有無や就労状況等で、家庭を分類したものです。 
 
【現在】は現在の状況で、【潜在】は保護者の今後の就労意向（フルタイムに転換したい、就労したい等）を反映したものとなってお
り、未就学でパートタイム就労の場合は、短時間（8 時間）の保育認定における一月当たり就労時間の下限（本市の場合は月
60 時間）等で分類しています。 
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育児休業取得後における職場への復帰について、希望より早く復帰した理由は、母親の５割以

上が「希望する保育園に入るため」となっています。また、希望より遅く復帰した理由は、母親

の８割以上が「希望する保育園に入れなかったため」となっており、次いで「子どもをみてくれ

る人がいなかったため」が約３割と続いています。 

 

①「希望」より早く復帰した理由 

【就学前】 

 

②「希望」より遅く復帰した理由 

【就学前】 

 

 

 

【自由意見（抜粋）】 

⚫ 土曜一日保育をしてほしい。 

⚫ 育休退園はおかしい。 

⚫ 就労予定で保育園に入れず、幼稚園に通うしかなかった。 

⚫ 就労予定でも保育園に入れたい。 

 

 

51.0

25.9

24.8

4.2

26.2

9.5

19.0

31.0

11.9

40.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

希望する保育園に入るため

人事異動や業務の節目の時期に合わせるため

経済的な理由で早く復帰する必要があった

配偶者や家族の希望があったため

その他

【母親】就学前 N=355

【父親】就学前 N=42

84.9

28.3

5.7

3.8

1.9

9.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

希望する保育園に入れなかったため

子どもをみてくれる人がいなかったため

配偶者や家族の希望があったため

職場の受け入れ態勢が整っていなかったため

自分や子どもなどの体調が思わしくなかったため

その他

【母親】就学前 N=106
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祖父母との同居等の状況 

６割以上の保護者は祖父母が近くに住んでいる一方で、３割以上の保護者は、近くに祖父母が

住んでおらず、子どもをみてもらえる親族・知人がいずれもいない人の割合も増加しています。 

 

【就学前】【低学年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 前回調査】 

 

11.1

14.0

50.7

51.2

37.6

34.1

0.6

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前 N=2762

低学年 N=1086

祖父母のいずれかと同居

祖父母のいずれかが近くに住んでいる（車や公共交通機関の利用でおおむね15分以内）

いずれの祖父母も近くにいない（亡くなっている場合を含む）

不明・無回答

60.1

27.4

8.8

2.8

14.6

0.3

57.8

28.5

19.5

3.5

12.6

0.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族

にみてもらえる

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

不明・無回答

就学前 N=2762

低学年 N=1086

62.5

27.2

15.1

2.0

11.7

0.5

57.7

28.2

23.2

2.3

10.7

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族

にみてもらえる

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

不明・無回答

就学前 N=2808

低学年 N=298
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不定期の保育や一時的な預かり等の利用 

「一時預かり・一時保育」の利用率は、就学前の約１割（8.6％）となっており、希望した日に

利用できなかったことが「ある」という方が約４割となっています。 

 

【就学前】 

 

※「その他」との回答の具体的な内容は、児童発達支援、職場の託児所、認可外保育施設等 

 

《年間平均利用日数》 

一時預かり・一時保育 18.31日 

その他 19.82日 

 

 

利用できなかった日数（年間平均） 6.49日 

 

 

 

【自由意見（抜粋）】 

⚫ 一時預かりや一時保育の予約がいっぱいで、利用したいときにできない。 

⚫ 第２子妊娠中に一時預かりが利用できなかった。 

⚫ 申込み者が殺到していると聞き、気軽に申込みにくい。 

⚫ 一時預かりをもっと増やしてほしい。 

⚫ 育児中、１時間でも子どもを預け気軽に休める場所ができるとよい。 

 

 

 

8.6

1.2

84.3

6.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

一時預かり・一時保育

※その他

利用していない

不明・無回答

就学前 N=2762

41.6 53.8 4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前 N=238

利用できなかったことがある 利用できなかったことはない 不明・無回答
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放課後の過ごし方 

低学年児童の保護者が子どもについて放課後の時間を過ごさせたい場所として、「習い事」や

「公園・グラウンド」での希望は、実際に過ごす割合より高くなっており、「習い事」の希望は

約６～７割、「公園・グラウンド」の希望は約４割となっています。 

また、放課後児童クラブの利用希望は、低学年時は 25.7％、高学年時は 17％となっており、長

期の休暇期間中の利用希望も高くなっています。 

【低学年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期休暇期間中の放課後児童クラブの利用希望 

【就学前】【低学年】 

 

 

 

 

 

 

【自由意見（抜粋）】 

⚫ 夏休みの居場所が心配（一人にすることを悩む）、７時30分から開設してほしい。 

⚫ 学童保育の定員を拡大してほしい。 

⚫ 公民の利用料や保育の質の違いに不安を感じる。 

⚫ 放課後の部活動があるとよい。 

⚫ 以前住んでいたところは、小学校区ごとに学童保育と併設した児童館があって利用しやすかった。 

59.7

56.6

37.7

25.7

20.9

17.3

4.0

3.2

1.0

70.9

58.6

44.0

17.0

9.5

18.3

4.7

3.9

1.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

自宅

公園やグラウンド

放課後児童クラブ（子どもの家、民間学童保育）

放課後なかよし教室

祖父母宅や友人・知人宅

図書館や公民館（図書コーナーやホールなど）

児童館（かすがいげんきっ子センター、交通児童

遊園、児童センター、グルッポふじとう）

その他

【低学年（１～3年生）のとき】

低学年 N=1014

【高学年（４～６年生）のとき】

低学年 N=898

54.4

55.6

32.2

43.0

13.4

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前 N=419

低学年 N=1086

利用したい 利用する必要はない 不明・無回答
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（２）子育てについての考え方や感じていること 

春日井市は子育てしやすいまちだと思うか 

春日井市を子育てしやすいまちだと肯定的に評価している人は、就学前、低学年ともに約６割

（就学前 63.3％、低学年 61.7％）となっており、子育てへ両親ともに関わっていたり、親族・知

人の関わり方が深かったりする場合などは、子育てが「楽しいと感じるときのほうが多い」結果

となっています。 

 

【就学前】【低学年】 

 

  

 

 

 

 

 

 

17.0

14.5

46.3

47.2

20.9

22.4

9.0

9.7

6.0

5.5

0.8

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前 N=2762

低学年 N=1086

そう思う どちらかというとそう思う どちらともいえない

どちらかというとそう思わない そう思わない 不明・無回答
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子育てする上で不安に感じること 

就学前は、約８割の人が「子育てにお金がかかる」、「子育てによる身体の疲れを感じる」と

感じており、「子どもが思うようにならないとき、イライラする」などが続いています。 

また、低学年では、８割以上の人が「子育てにお金がかかる」、「子どもが思うようにならな

いとき、イライラする」と感じており、７割が「子育てによる身体の疲れを感じる」と感じてい

ます。 

 

【就学前】 

 

 

 

14.8

8.6

33.5

6.9

27.6

6.9

3.9

2.6

5.9

8.3

27.2

23.0

47.1

43.3

24.9

45.5

36.5

49.7

15.6

17.2

9.1

19.7

23.8

40.7

36.0

36.4

58.1

33.5

79.0

43.4

77.3

22.5

21.1

11.7

25.6

32.1

67.9

59.0

83.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

①子育ては親の責任といわれ、不安や負担を感じる

②子育てに追われ、社会から孤立しているように感じる

③子育てによる身体の疲れを感じる

④子どもとの接し方やしつけの方法がわからない

⑤子どもが思うようにならないとき、イライラする

⑥同じ年齢の子どもと比較すると発育、発達の遅れが

心配だ

⑦子育てに対する配偶者や家族の協力が得られない

⑧子育てに関する不安や悩みを気軽に相談できる

相手が身近にいない

⑨子どもの遊び相手がいない

⑩子どもを通じたほかの家族とのつきあいが難しい

⑪自分の時間が取れず、自由がない

⑫仕事と子育ての両立が難しい

⑬子育てにお金がかかる

よく感じる やや感じる

就学前 N=2762
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【低学年】 

 

【自由意見（抜粋）】 

⚫ 産後ヘルプ事業がほしい。 

⚫ 女性は話をするだけでも心が軽くなる。 

⚫ 双子育児は大変。多胎児の家庭をフォローしたり、支援してくれる事業や場所、人材が充実す

るとよい。 

⚫ 総合保健医療センターや保健センターで、子育ての常時相談窓口を開設してほしい。 

17.0

4.3

26.6

7.2

30.1

5.6

5.0

6.4

3.8

4.3

10.1

19.5

18.3

48.7

45.9

19.8

43.4

38.2

51.8

14.1

16.3

20.1

10.1

18.3

27.6

36.5

34.9

37.2

62.9

24.1

70.0

45.4

81.9

19.7

21.3

26.5

13.9

22.6

37.7

56.0

53.2

85.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

①子育ては親の責任といわれ、不安や負担を感じる

②子育てに追われ、社会から孤立しているように感じる

③子育てによる身体の疲れを感じる

④子どもとの接し方やしつけの方法がわからない

⑤子どもが思うようにならないとき、イライラする

⑥同じ年齢の子どもと比較すると発育、発達の遅れが

心配だ

⑦同じ年齢の子どもと比較すると学習の遅れが心配だ

⑧子育てに対する配偶者や家族の協力が得られない

⑨子育てに関する不安や悩みを気軽に相談できる相

手が身近にいない

⑩子どもの遊び相手がいない

⑪子どもを通じたほかの家族とのつきあいが難しい

⑫自分の時間が取れず、自由がない

⑬仕事と子育ての両立が難しい

⑭子育てにお金がかかる

よく感じる やや感じる

低学年 N=1086
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３ 現状から見えてくる課題 

➢ 子育ての負担感や不安の軽減 

[ 現状分析 ] 

✓ 核家族化は徐々に進展 

✓ 子育てに不安や負担を感じている保護者は約６割 

✓ 子育てによる疲れを「よく感じる」人は就学前児童の保護者は 33.5 ポイント、低学年の保護者

は 26.6 ポイント 

✓ 子どもが思うようにならないときにイライラを感じている人は、就学前児童・低学年児童の保護者

とも約８割 

 

 

[ 課題 ] ますます増加する子育ての負担感や不安を軽減する取組みが必要 

 気軽に相談できる体制とそれぞれの環境に応じたきめ細やかな支援の充実 

 リフレッシュできる環境の拡充 

 

 

 

➢ 保育需要は依然高く、具体的な確保策が必要 

[ 現状分析 ] 

✓ 築〇〇年を超える保育園は〇〇箇所 

✓ 保育園の需要のうち、１・２歳は年々増加 

✓ 過去５年間で、〇〇件の保育園が新設 

✓ 母親の平均就労時間は、長くなっている 

✓ 職場への復帰のタイミングは、「希望する保育園に入るため」が多い。 

 

 

[ 課題 ] 保育環境の整備 

 保育園の老朽化への対応 

 保育時間の検討（延長保育、一時保育、土曜日保育） 

 保育の質の確保 
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➢ 放課後児童の多様な居場所の確保が必要 

[ 現状分析 ] 

✓ 保護者が放課後に過ごさせた場所は、就学前児童の保護者の希望が高い順から「習い事」

「自宅」「放課後児童クラブ」「放課後なかよし教育」「公園やグラウンド」、低学年児童の保護

者で「習い事」「自宅」「公園やグラウンド」「放課後児童クラブ」「放課後なかよし教室」 

✓ 低学年児童の保護者の夏休み期間の放課後児童クラブの希望開始時間は、６時台が 0.2

ポイント、７時台が 11.5 ポイント、8 時台が 77.5 ポイント 

✓ 低学年児童の保護者の夏休み期間の放課後児童クラブの希望終了時間は、18時台が

30.5 ポイント、19 時台が 1.9 ポイント 

✓ 低学年児童の保護者の平日の放課後児童クラブの利用希望は 25.7 ポイント、夏休みの利

用希望は 55.6 ポイント（29.9 ポイント上昇） 

✓ 公設と民間児童クラブの利用料金の差は、月額で 500～8,000 円（比較的料金が高い２

クラブを除く） 

 

 

[ 課題 ] 放課後子どもの居場所の充実 

 増加する放課後の需要への対応。１年で最も需要が高い夏休みの対応 

 民間児童クラブ利用環境の向上 

 開設時間の検討 

 放課後の多様な居場所の提供 

 

 

 

➢ 不登校児童に対する学力維持や居場所の提供等の取組みが必要 

[ 現状分析 ] 

✓ 全国的に不登校・引きこもりが増加しており、春日井市においても年間 30日以上の不登校児

童が増加（H28 430 人 ⇒ H30 545 人） 

✓ 平成 30年度の不登校のうち中学生は 377 人（約７割） 

✓ 不登校児童の家庭等には、スクールソーシャルワーカーも支援しており、H30 年度の延べ支援

件数は 125 件 

 

 

[ 課題 ] 不登校・ひきこもり児童への切れ目のない支援が必要 

 学校への復帰支援 

 復帰できない子どもへの支援 

 情報共有をはじめとする学校と支援団体等との連携 
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第３章 基本理念と施策の体系 

１ 基本理念 

子ども・子育て支援においては、子どもにとっての最善の利益が尊重され、すべての子どもの

健やかな成長につながることが大切です。 

子ども・子育てを取り巻く環境は、少子高齢化のさらなる進行や世帯の細分化、女性の就業率

の上昇など、大きく変化しており、子ども・子育て支援には、より包括的で多様なものが求めら

れる状況となっています。 

本市が平成 27 年３月に策定した第１期の「新かすがいっ子未来プラン」では、子ども・子育て

支援法の基本理念にある“子育てについての第一義的責任は、父母その他の保護者が有するとい

う基本的な認識”を前提としつつも、地域住民や関係機関・団体、民間事業者、そして行政が一

体となって、子育てや子どもの育ちを支えていくことが大切であるとし、『子はかすがい、子育

てはかすがい』を計画の基本理念としました。 

また、本市は平成 28 年３月に「子はかすがい、子育ては春日井」宣言を行い、この宣言に基づ

き、子育て施策の一層の充実を図り、子育て世代を始めとする全ての世代の「暮らしやすさ」の

向上を図っています。 

第２期においても、この基本理念を踏襲し、すべての子どもがいきいきと育ち、すべての子育

て家庭がいきいきと過ごせるまちを今後も引き続き目指していきます。 

 

計画の基本理念 

『子はかすがい、子育てはかすがい』 

～子どもは地域の宝、子どもも親もいきいきと暮らすまち～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域住民 

関係団体 

民間 

事業者 
行政 
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２ 基本目標と基本的視点 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

子
育
て
支
援
が
充
実
し
た
ま
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か
す
が
い 

子
は
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が
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、
子
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は
か
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が
い 

す
べ
て
の
子
ど
も
の 

健
や
か
な
育
ち
を
目
指
す
ま
ち
か
す
が
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【基本目標】 【基本理念】 

１ 

２ 

【基本的視点】 

１ 妊娠・出産から子育てまでの切れ
目のない支援 

２ 就学前児童の教育・保育の充実 

 

３ 特に配慮が必要な家庭への支援 

 

１ こころと体の成長のための支援 

２ 子どもの安全・安心の確保 

 

３ 特に配慮が必要な子どもへの支援 

【重点取組み】 

① 
妊娠から 

子育てにわたる 
切れ目のない
相談支援体制

の充実 

 
② 

保育環境の
充実 

 
③ 

放課後子ども
の居場所の 

充実 

④ 
不登校・ 

ひきこもり児童
への 

切れ目のない
支援 
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３ 重点取組み 

本計画では、２つの基本目標とは別に、アンケート調査結果や第１期計画の進捗状況等に応じ

た重点的な取組みを設定します。 

 

重点① 妊娠から子育てにわたる切れ目のない相談支援体制の充実 

 

子育て家庭の核家族化の進展や、女性の就業率の上昇による共働き家庭の増加により、子育て

の負担感は増加しており、これまでにも増して、当事者に寄り添った支援が求められています。 

市では、他自治体に先がけて、平成 21 年度に青少年子ども部を設置し、母子保健と子育て支援

が一体となった妊娠期から出産、子育て期に至る切れ目のない支援に取り組んでおり、子育て世

代包括支援センターは、平成 27 年に国がその役割を位置づける以前から、母子保健（妊娠、出産

期）と子育て支援が一体となった切れ目のない支援に取り組んできました。 

しかしながら、子育て家庭の核家族化や、女性の就業率上昇による共働き家庭の増加により、

子育ての負担感は近年ますます増加しており、より一層、当事者に寄り添った相談体制や支援が

必要となっています。 

そのため、妊娠期から子育て期にわたる総合的な相談や支援を実施する子育て世代包括支援セ

ンターのあり方を見直すとともに、児童虐待など子どもを取り巻く環境へのアプローチが円滑に

なるよう専門職を配置し、関係機関との連携を推進します。 

 

◆◆現状◆◆ 

○３割以上の保護者は近くに祖父母が住んでおらず、子どもをみてもらえる親族・知人がいずれ

もいない人の割合が増加（平成 30年度 子ども・子育てに関するアンケート調査） 

○「子育ては親の責任といわれ、不安や負担を感じる」、「仕事と子育ての両立が難しい」とい

う不安を抱えている割合は就学前児童、低学年児童の保護者ともに半数以上（平成 30 年度 子

ども・子育てに関するアンケート調査） 

○「子育てに関して気軽に相談できる先」として「子育て世代包括支援センター（子ども政策

課）」をあげたのは、未就園児世帯においてわずか 1.5％（平成 30 年度 子ども・子育てに関

するアンケート調査） 

 

◆◆主な取り組み◆◆ 

ⅰ 子育て世代包括支援センター事業の見直し 

ⅱ 子ども家庭総合支援拠点の設置 

  （子ども家庭支援員、心理担当支援員、虐待対応専門員の配置） 
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重点② 保育環境の充実 

 

老朽化する公立保育園の再整備を計画・実施するとともに、幼児期の教育・保育の重要性を認

識し、各施設の特長を活かした教育・保育を推進します。また、小規模保育事業所等の巡回指導

及び施設における事故等の安全情報の共有を図ります。 

 

◆◆現状◆◆ 

 

 

 

◆◆主な取り組み◆◆ 

ⅰ 老朽化する公立保育園の再整備の計画、実施 

ⅱ 延長保育、一時保育実施園の拡充 
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重点③ 放課後子どもの居場所の充実 

 

女性の就業率の上昇に伴う共働き家庭の増加などにより、放課後の子どもたちの居場所に対す

る需要は年々高まっています。本市では、高まる需要に対し、放課後児童クラブ（子どもの家）

の他に、放課後子供教室（放課後なかよし教室）学校のある日はほぼ毎日開設するなど、子ども

たちの安全で安心な居場所を確保してきました。 

また、１年を通して一番需要が高まる夏休みには、定員に空きのある子どもの家を活用した期

間限定の利用を実施するとともに、令和元年度からは「サマー･スクールかすがい」を市内５か所

で開設するなど、子どもたちの安全で安心な居場所の提供に努めてきました。 

しかしながら、地区によっては待機児童が発生しており、そのような地区には民間児童クラブ

の参入を促進し、最大限活用されるよう、その運営を支援してきました。また、民間児童クラブ

と公設のクラブとの利用料金の差を少なくする取り組みも実施し、民間児童クラブ利用者の負担

軽減を図ってきました。 

今後も、地区ごとの需要量の動向を注視しながら、教育委員会や民間事業者と連携した放課後

の子どもの居場所の充実を図るとともに、児童館、図書館に加えて他の公共施設を放課後や休日

の安全で安心な居場所として提供していくことを検討します。 

 

◆◆現状◆◆ 

○地域によって待機児童や令和元年度に夏季限定子どもの家を申し込んだが利用できなかった児

童が発生している（令和元年５月１日現在の待機児童数は 16 名。夏休みに夏季限定子どもの家

を申し込んだが利用できなかった児童が 88名） 

○民間児童クラブに空きがあっても利用していない児童が存在している 

○平成 30 年度に実施した子ども・子育てに関するアンケートの自由意見では、「子どもが自ら遊

びに行ける児童館が欲しい」「雨の日でも遊べる（身体が動かせられる）施設が欲しい」など

の意見が見られた。 

 

◆◆主な取り組み◆◆ 

ⅰ 子どもの家、放課後なかよし教室、サマー・スクールかすがいの連携 

ⅱ 放課後児童クラブの充実、拡充 

ⅲ 民間児童クラブ利用者への支援の拡充 

ⅳ 子どもが自由に行くことができる児童館等の居場所の整備、交通児童遊園の再整備 
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重点④ 不登校・ひきこもり児童への切れ目のない支援 

 

市では、不登校児童への対策として、「春日井市いじめ・不登校対策協議会」や「いじめ・不

登校相談室」を設置し、不登校に関する諸問題を協議し、児童生徒・保護者からの相談に応じ、

発生防止、早期解決に努めるとともに、適応指導教室「あすなろ教室」により、学校復帰を支援

してきました。また、平成 23 年４月には、子ども・若者総合支援地域協議会を設置し、「子ど

も・若者支援部会」において、不登校や引きこもりを支援している関係者が情報共有し、連携を

強化する取組みを開始しました。 

しかしながら、全国的に不登校児童が増加する中、本市においても 30 日以上の不登校児童は増

加しており、不登校・引きこもり対策の一層の充実が求められており、学力維持や居場所の提供

等について、市教育委員会だけでなく、地域やその他関係機関が連携し、不登校やひきこもりの

要因や年齢に応じた切れ目のない支援の仕組みを組織横断的に検討していきます。 

◆◆現状◆◆ 

 

◆◆主な取り組み◆◆ 

ⅰ 不登校・ひきこもり支援のネットワークづくり 

ⅱ 学校復帰支援の充実 

ⅲ 民間団体と連携した学習機会の提供を検討 
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４ 施策の体系 

 

基本理念 「子はかすがい、子育てはかすがい」 

基本目標 子育て支援が充実したまち かすがい 

基本的視点 妊娠・出産から子育てまでの切れ目のない支援 
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育・保育の充実 

特に配慮が必要

な家庭への支援 

具体的施策 

妊
娠
・
出
産
期 

   

乳
幼
児
期 

   

小
学
生
～ 

   

 

妊
娠
・
出
産
・
子
育
て
の
不
安
の
軽
減 

母
子
の
健
康
の
確
保 

市
民
や
地
域
に
よ
る
子
育
て
支
援
の
推
進 

育
児
力
の
向
上
支
援 

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進 

就
学
前
児
童
の 

教
育
・
保
育
の
提
供 

多
様
な
保
育
事
業
の
提
供 

児
童
虐
待
の
防
止
と
社
会
的
養
護 

ひ
と
り
親
家
庭
の
自
立
支
援
、
子
ど
も
の
貧
困
の
連
鎖
の
防
止 



 

28 

 

 

 
～子どもは地域の宝、子どもも親もいきいきと暮らすまち～ 

 
すべての子どもの健やかな育ちを目指すまち かすがい 

 

こころと体の成長のための支援 
子どもの安全・安心の

確保 

特に配慮が必要な子どもへ

の支援 
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